
ホ ． そ の 他 の 制

度 改 革

○経営革新に取り組む中小 経済産業省 ・創業塾、経営革新ビジネス促 ・創業塾の参加者は、平成

ヽ

・平成 1 5 年度において
企業者や創業希望者を対象 進事業、創業・経営革新セミ 13年度補正予算においては も、創業や先導的な経営革
に行う能力開発支援等の事 ナーを重点的に実施し、経営 約 1 千 7 百人、また、平成 新企業の育成を行うため、
業を前倒しを実施する。 革新に取り組む事業者を対象 1 4 年度予算においては、 人材育成事業の充実を図

とした能力開発支援について
は13 年10 月末までに、約10

0 回、10 6．0 0 0 人が参加し、
創業希望者は対象とした能力
開発支援については13年10
月未までに約200 回、9，00
0 人が参加した。

1 4 年 1 2 月末 （一部 1 1
月末）までに創業塾等能力
開発支援を1 万人以上を対
象に実施した。

平成 1 4 年度において、
経営革新講座は 1 4 7 ヶ
所、 1 ， 7 4 4 人を対象に
実施 （1 1 月末時点）。経
営革新セミナーは1 0 5
回、 7 ， 2 7 8 人を対象に
実施 （1 2 月末時点）。経
営革新ビジネスフェアにつ
いては、名古屋、大阪、福
岡の3 ヶ所にて開催。経営
革新交流会については、東
京、大阪、名古屋、九州、
札幌、広島の6 ヶ所にて開
催

る。

政策目標B経産省基本方針（改革工程表） Page26



○経営革新に取 り組む中小 経済産業省 ・r雇用対策臨時特例法」 ・ r雇用対策臨時特例法」 ・ r雇用対策臨時特例法」

企業に対する雇用支援策を を制定し、1 4 年 1 月 1 日 の認定件数は累計 1 4 2 の特例措置及び 「新規 ・成

講じる。 から、中小企業が経営革新 件、 「新規 ・成長分野雇用 長分野特別奨励金」制度を
を行い、中高年齢者を雇い 創出特別奨励金」の支給決 継続する。 （平成 1 7 年 3
入れた場合等に助成を受け
ることができることとする
とともに、 「新規 ・成長分
野雇用創出特別奨励金」に

ついて、平成 1 3 年 1 0 月
以降、民営職業紹介所によ
る雇入れ及び中小企業経営
革新支援法に基づく事業を
対象とする拡充措置を実施
した。

定人数は累計で 1 9 0 人と
なっている。 （平成1 5 年
1 月未時点）

月3 1 日まで）

○創業や中小企業の経営革 経済産業省 ・ （イ）平成 1 3 年度第1次 ・平成13年度補正予算によ ・平成 1 5 年度においても
新を円滑化するため、必要 補正予算により創業塾を実 る創業塾の参加者は約 1千 創業塾等創業のための人材
な専門知識の取得に係る人 施するとともに、平成 1 4 7 百人、また、平成 1 4 年 育成施策を着実に実施して
づくり支援や、地域技術の 年度においては、創業塾、 度予算においては、 1 4 年 いく。
事業化支援等を充実する。 創業セミナー等による能力

開発支援の対象を倍増して
実施している。

1 2 月末 （一部 1 1 月末）
までに創業塾等能力開発支
援を 1 万人以上を対象に実
施 した。
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経済産業省 ・ （□）平成 1 4 年度にお ・平成 1 4 年 1 月～ 1 2 月 ・平成 1 5 年度において
いて、経営草新講座は 1 4 の経営革新支援法承認企業 も、先導的な経営革新企業
7 ヶ所、 1 ， 7 4 4 人を対 件数 （2，949件）が平成 1 3 の育成を行うため、人材育
象に実施 （1 1 月末時
点）。経営革新セミナーは

1 0 5 回、 7 ， 2 7 8 人を
対象に実施 （1 2 月末時
点）。経営革新ビジネス

フェアについては、名古
屋、大阪、福岡の3 ヶ所に
て開催。経営革新交流会に

ついては、東京、大阪、名
古屋、九州、札幌、広島の
6 ヶ所にて開催。

年 1 月～ 1 2 月の承認件数
（2，167件）より約1 ． 4 倍

増加。

成事業の充実を図る。

経済産業省 ・ （ハ）平成14年度当初予
算において、中小企業の事
業化に直結する技術開発を

支援する 「創造技術研究開
発事業」を実施するととも

に、同年補正予算におい
て、大学等の技術支援を受
けて実施する技術開発を支
援する　r地域創造技術研究
開発事業」を実施中。

・平成14年度当初予算につ
いては、638件の応募があり
148件を採択。
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●

○国等 による所定の研究開 経済産業省 ・平成 14年5月10日、平成 14 ・中小企業者等向け支 出目 ② 平成15年末
発予算について、中小企業 年度の中小企業者等 向け支 標額については、前年度に ・平成 15年度予算成立後、
への支出目標額を決定 し、 出目標額を約250億円とす る 比べ約70億円の増加。また 「平成 15年度中小企業者等
合わせてその事業化を支援 ことを閣議決定。 S引Rの指定補助金である特 に対する特定補助金等の交
す る制度 （SB IR）の拡充を
行 う。

定補助金等は前年度に比べ8
件の増加。

付の方針」の策定。

○創業や中小企業の経営革 経済産業省 ・ （ハ）経営革新を図る中 ・経営革新貸付実績 （累 ・平成 1 5 年度 において
新を円滑化するための資金 小企業 に対する円滑な資金 積） も、経営革新を図る中小企
調達の支援を充実する 供給を促進するため、担保 契約件数 ：3，481件 業に対する円滑な資金供給

徴求免除に係る貸付金利の 貸付金額 ：258，674百万円 を促進するため、担保徴求
引き下 げ措置を行 う。その 担保徴求特例免除件数 ：635 免除に係る貸付金利の引き
ため、中小企業金融公庫 に
対 して、平成 1 3 年度一次
補正において 2 6 億円、 1

4 年度補正にお いて 1 0 億
円の出資金を措置。

件
担保徴求特例免除金額 ：
34，672百万円
（平成 1 4 年 1 2 月末現

在）

下げ措置 を引き続き行う。

○中小企業の発行する社債 経済産業省 ・1 3 年 4 月創設以来の実 ・平成 1 5 年 1 月未現在の ・本制度創設から約 2 年弱 ・中長期的な取 り組みとし
に対 して信用保証協会が保 簾を踏まえ、制度を利用で 実績は、 6 ， 6 1 9 件、 経ち、順調 に制度が活用さ て、制度の着実な実施 を図
証を行 う特定社債保証制度 きる中小企業者の要件を緩 ’5 ， 9 6 2 億 円。 れているが、＿本制度を一層 るとともに、「層の普及広
につき、利用者ニーズに応 和 し、制度の拡充措置を講 推進するため、更なる普及 報活動な どを推進する。
じた要件の見直 し等の措置
を講 じる。

じ、 1 4 年 4 月よ り実施 し
た。

広報活動が課題。
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●

○産学官連携による地域科

学技術振興を通じた地域経

関係府省等 産学官連携等による実用化

技術開発を支援するため、

・平成13年度補正予算では

386件、平成14年度当初予算

・研究開発終了後の事業化成
功率を向上させるための支援

（》実用化技術開発による成功
事例集を作成する。

済再生のためのイノベー 提案公募事業を実施する では331件のプロジェク トを 策・支援体制を拡充する。 ②実用化技術開発支援策によ
ション・新産業の創出を推 （平成14年度当初予算172．3 採択し、研究開発を実施 ・地域ポテンシャルを活用した る経済効果を測定する。
進する。 億円、平成14年度補正予算 中。また、科学技術振興を 実用化技術開発ニーズに対応 ③研究開発成果の事業化の

37．6億円、平成15年度予算 通じた地域経済活性化に国 するため、実用化技術開発の 促進を図るためのフェアや、ク
案194．5億円）。 るため 「地域発先端テクノ

フェア」や r地域発産業創
造の時代シンポジウム」に
おいて、研究開発の成果で
ある新技術 ・新製品の展
示、地域におけるクラス
ター形成に向けた取組の紹
介、実務セミナーなどが開
催された。

支援策を拡充する。 ラスター形成に資する先進的
な取組を紹介するシンポジウ

ムを開催する。

○総合科学技術会議は、① 経済産業省 ・平成 1 4 年度において、 ・構造改革特別要求施策を ・研究開発について、目標 ①第156回国会会期末

ライフサイエンス、（診情報 研究開発プログラム予算 推進するとともに研究開発 の達成に向けた着実かつ効 平成 1 5 年度新規プロジェ
通信、③環境、④ナノテク 1 ，0 1 4 ．6 億円 〔うち の成果が迅速に事業化に結 率的な実施。 クトについて、N E D O に

ノロジー ・材料の 4 分野を 構造改革特別枠 3 1 1 ．5 ぴつき、産業競争力強化に 対し研究開発資金の交付を

中心に研究開発資源が重点 億円〕を配分。4 分野では 直結するような経済活性化 行い、N E D O において研

配分されるよう、必要に応 それぞれ の研究開発プロジェクト 究開発実施者の公募、採択

じて予算編成過程で財政当 ライフサイエンス分野 （フォーカス 2 1 ）の創設 及び契約を行う。

局と連携を図る。また、 1 7 4 ．8 億円 と既存プロジェクトの徹底 ②平成15年末及び ③それ

「科学技術の振興 （ライフ 【4 5 ．0 億円〕 した見直しを実施し平成 1 以降

サイエンス等の 4 分野への 情報通信分野 5 年度予算案を作成。 継続して研究開発を着実に

重点化等）」に関しては、
各省庁の嘩策について同会
議が調整を行い、各省庁が
要求する。プロジェクト選
定の際、外部評価を活用

し、また、その評価を公開
することにより、選定結果

の安当性を高める。

2 7 1 ．6 億円
〔9 0 ．8 億円〕

環境分野
4 5 4 ．0 億円
〔1 6 1 ．9 億円〕

ナノテクノロジー ・材料分
野

1 1 4 ．2 億円
〔1 3 ．7 億円〕

※予算額は再掲を除く。 【
〕は構造改革特別枠要求分
を内数で表示。

実施。
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・また平成15年度におい
てもプログラムを中心に引
き続き重点的に予算を配分
し、さらに研究開発の成果
が迅速に事業化に結びつ
き、市場創出に直結するよ
うな研究開発プロジェクト
としてフォーカス21（1
0テーマ30プロジェク
ト）を創設、367億円を
重点投入予定。プログラム
予算1，324．4億
各分野ではそれぞれ
ライフサイエンス分野
192．7億円
〔88．4億円〕

情報通信分野
424．0億円
〔172．9億円〕

環境分野
583．9億円
〔44．3億円〕

ナノテクノロジー・材料分
野

123．8億円
〔61．4億円〕

※予算額は再掲を除く。
〔）はフォーカス21を

内数で表示。
※フォーカス21を加速的
に推進するため、平成14
年度補正予算を投入

60．4億円
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● ●

○大学発ベンチャー等の起 文部科学省 ・TL0の設置促進を図るとと ・平成 1 5年 2 月時点で 3 ・起業家 ・経営人材育成の ① ② ③
業を促進するため、大学の 経済産業省 もに、起業家 ・経営人材育 1 の承認TLOを設置。 促進を図るとともに、大学 「大学発ベンチャー 1 0 0
技術移転組織 （いわゆる 成強化等を通じ大学発ベン 大学発ベンチャー企業数は 研究成果を活用した大学発 0 社計画」達成のために、
TLO）の活用、創業人材の チャーの創出拡大を図る 平成 1 4 年8 月未時点で4 ベンチャー創出を促進する 大学に埋もれている多くの
育成、新規産業に向けた産 （1 4 年度予算額 ：4 7 7 2 4 社 （筑波大学調べ）。 ためにTLOの設置促進及び 未活用の技術シーズを基に
学官の共同研究等の支援を
行うとともに、創業者の資
金調達を円滑にするため、
金融面での支援を推進 ・充
実する。

億円）。 TLOに対する更なる支援 （海
外出願に対する支援等）を
図る。

した事業化の推進を図る。

O 「科学技術」を軸とし 経済産業省 ・地域経済を支え、世界に ・約3800社の世界市場を目 （り ② ③

て、地域経済を支え、世界 通用する新事業が次々と展 指す中堅 ・中小企業、約200 産業クラスター計画の一層
に通用する新事業やベン 開される産業集積を形成す の大学の参加を得て、各プ の推進を図る。
チャー企業を連続的に生み るため、産学官の広域的な ロジェクト毎に推進組織が
だすための施策を強力に推 人的ネットワークの形成を 立ち上がり、産学官の人的
進する。このため、新事 促すとともに、地域の特性 ネットワークが形成され、
業、新産業の創出が連鎖的 を活かした技術開発の推 実用化技術開発の取組みが
に生じるシステムの形成を 進、起業家育成施設 （ビジ 進むなど、新事業創出の成
進めつつ、地域における技
術開発 ・研究開発の強化、
大学発ベンチャーの育成、
産学官連携のための支援体
制の整備、地域産官学連携
サミットの開催等の施策を
進める。

ネス ・インキュベータ）の
整備を三位一体で推進 （平
成14年度当初予算353億円、
平成14年度補正予算91億
円、平成15年度予算案385億
円）。

黒が見えつつある。
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○大学発ベンチャーの国立
大学施設使用や国立大学教
官の非役員兼業に関する基
準の明確化を含めた規制緩
和について、平成 1 3 年度
中に結論を得る。

文部科学省
経済産業省

・平成14年度末時点

の対応状況を記述。
蔵管一号改正 （平成 1 4 年
6 月 1 3 日）により、大学
発ベンチャー等の国立大学
施設使用を許可。

○コンテンツ流通の権利処 経済産業省 ・ 「コンテンツ流通促進検 ・放送番組等の作成等に係 ・コンテンツ産業において ③関係事業者に対し、取引
理ルールの整備の促進及び 討会の開催」－　コンテン る下請取引を規制対象に追 は、コンテンツそのものの 関係についてのアンケー
コンテンツに関する標準契 ツ ・ビジネスモデルの進 加すること等を柱とした 価値を創り出す制作部門が ト、ヒアリング等の実態調
約書の策定を行う。 化 ・発展を加速するために 「下請代金支払遅延等防止 流通及び消費段階における 重を行う。

必要な方策を検討、平成 1 法の一部を改正する法律 ボ トルネックにより　r下請 （診総務省とも連携 しつつ、
4 年 7 月に報告書を取りま ′案」を第 1 5 6 回通常国会 化」し、必ずしも成果に応 アニメ以外のモデル契約の
とめた。 に提出。

・アニメーションにおける
モデル契約の策定を行い、
適切な契約を励行した。

じたリターンが得られない
結果、優秀な人材を確保し
続けることができず、本来
のポテンシャルを発揮でき
ない状況。

策定を行う。
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● ●

O rlT人づくり計画Jを
実施する。

文部科学省
総務省
厚生労働省
経済産業省
関係府省

・コンテンツ制作基盤ツー
ル等の開発、プロデュー
サー・クリエイターの発
掘、育成のためのコンテン
ツ制作プロジェクト支援を
実施（平成14年度）。

・コンテンツ制作基盤ツー
ル等の開発、プロデュー
サー・クリエイターの発
掘、育成のためのコンテン
ツ制作プロジェクト支援を
実施（平成14年度）。3
DCGなど高度な技術を活
用した優れた作品ととも
に、優秀なクリエーターを
創出した。

・コンテンツ産業は、ひと
つのコンテンツを様々な形
で戦略的に活用することに
より、その経済的価値が飛
躍的に拡大する特質があ
る。
こうした戦略的活用を行う
ためには、コンテンツ産業
の足腰の強化としてのクリ
エーターの育成はもとよ
り、開運法制（著作権法、
契約法など）、資金調達手
法、海外との取引実務など
の知識・ノウハウといった
プロデュース機能をもった
人材（プロデューサー）が
不可欠。
・こうした認識の下、プロ
デュース機能の知識・ノウ
ハウを体系化するととも
に、具体的な人材育成手法
を策定するとともに、技術
的課題への対応を図り、ク
リエーションがビジネスに
結びつき、クリエイターに
利益が還元され、優れたコ
ンテンツが生み出され続け
る環境を整備することが重
要。

ロデュース機能強化の
ための基盤整備を行う。エ
ンタテイメント関連法制、
資金調達手法、マーケテイ
ング手法、資金管理手法、
海外との取引の実務などを
盛り込んだ具体的なプロ
デューサー育成のためのプ
ログラムを策定するととも
に、実験的に当該プログラ
ムをいくつかの機関で実施
し、さらにその評価を行
う。
③ブロードバンドコンテン
ツの流通拡大を目指すとと
もに、クリエーターの斬新
なアイデアを実現するた
め、配信技術、セキュリ
ティ技術などブロードバン
ド事業参入の技術的課題に
ついて制作支援、事業化支
援を行う。
③スキルスタンダードの設
定、国内表彰制度の再編な
どを含む体系だったクリ
エーション機能強化プログ
ラムを策定する。
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文部科学省 ○アジア各国の企業 ・団体 ・共同プロジェクトには我 ・e ラーニングのシステ ①②③平成 1 5 年度事業の
総務省 と我が国の教育機関 ・企業 が国より7 つの教育機関と ム、コンテンツをアジア各 内容および体制の検討
厚生労働省 による6 つの共同プロジェ 6 つの企業がアジア5 カ国 国において流通させるに
経済産業省 ク トを実施。また、情報交 のそれぞれの教育機関との は、法的 ・技術的に未解決
関係府省 換のためのポータルサイ ト

を開設し、国際カンファレ
ンスの開催により情報交換
とコンセンサス形成を図る
（rTokyo S tatem en t」を採

択）。

連携による授業実践を開
始。

・全プロジェクトで、延べ
1，000時間を超える学習時間
を延べ240人が e ラーニング
を活用して学習した。

・国際カンファレンスには
アジア1 1 カ国より関係者
約 5 0 名が来日。 2 日間で
約 2 0 0 名が参加。

・アジア各国においてもe
ラーニング関連会議の開催
および推進団体の設立が見
られた。

な課題がある。

○コンテンツ流通の実証実 経済産業省 ・権利者、コンテンツ制作 ・．権利者、コンテンツ制作 ・ブロードバンド時代の到 ③コンテンツ流通関連事業
験を通じた基盤的技術の確 者、提供事業者の間におけ 者、提供事業者の間におけ 束に向けてインフラ等の整 者 （権利団体、利用者、配
立及び権利処理ルールの整 る権利情報などのメタデー る権利情報などのメタデー 債が進みつつある中、不正 信事業者）の実態調査を行
偏を行う。 夕交換インターフェイスを 夕交換インターフェイスを コピー等の問題により、新 い、コンテンツE D lの業

統一し、E D I化するため 統一し、E D I化を実現。 しいコンテンツビジネスが 務仕様を明らかとし、これ
の仕組みを開発するため、 立ち上がらない状況にあ に従ったシステム開発と実
実地検証を実施。 る。 証実験を行う。

③ブロー ドバ ンドに関する
配信技術、セキュリティ技
術、高画質の動画表現技術
等の技術的課題の解決に対
して補助することによりコ
ンテンツ制作事業者による
ブロー ドバンド事業参入に
対するボ トルネックの解消
を図る。
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○都市再生プロジェクト第 都市再生本 ・平成 1 4 年 4 月に、商店 ・中小企業庁と厚生労働省 ・平成 1 5 年度以降も引き
2 次決定 （「大都市圏にお 部 街振興組合、社会福祉法 の連携に関する共同指針で 続き 「コミュニティ施設活
ける国際交流 ・物流機能の 経済産業省 人、特定非営利活動法人等 ある 「商店街の空き店舗を 用商店街活性化事業」を実
強化」、 「大都市圏におけ 関係府省 が、商店街の空き店舗を活 活用した保育サービス等提 施していく予定。
る環状道路体系の整備」、 用した保育施設等のコミュ 供施設の設置促進に関する
「大阪圏におけるライフサ 二ティ施設を設置 ・運営す 指針」を作成 し、商店街の

イエンスの国際拠点形 る際の改装費や家賃等を補 脹わいの創出 ・活性化及び
成」、 「都市部における保 助する 「コミュニティ施設 地域の実情に応じた保育
育所待機児童の解消」、 活用商店街活性化事業」を サービス等の提供の促進を
「P F l手法の一層の展

開」）の実施に向け関係省
庁等で検討及び調整を開始
するこ

創設。 図っている。

・「大都市圏におけるゴミ 経済産業省 ・平成 1 4 年 4 月に、 「東 ・京浜 ・千葉臨海部におい ・京阪神圏においても、関
ゼロ型都市への再構築 （第 京圏におけるゴミゼロ型都 て、民間事業者による廃プ 係各省及び9 府県市からな
1 次決定）」プロジェク ト 市への再構築に向けて」を ラスチック ・食品廃棄物等 る 「京阪神圏ゴミゼロ型都
について、関係 7 都県市に 取りまとめ、施策を推進 の高度リサイクル施設の整 市推進協議会」を平成 1 4

よる協議の場において、東 中。 借が進展 （平成 1 4 年度中 年 7 月に設置。平成 1 5 年
京圏における中長期計画の こ新たに3 施設が竣工予 春に、中長期的な取組みに
最終取 りまとめを1 4 年春 定）。さらに、東京臨海部 ついて取りまとめを行う予
頃に行う。 においても、建設廃棄物の

リサイクルなど9 施設の整
備に着手。

定。
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○循環型経済社会の構築に
向け、NPO、市民、産業界な
どのパートナーシップ形成を
支援する。例えば、国民参加
によるゴミゼロ運動の展開、
民間事業者の先進的なリサ
イクル施設への支援等を通
じてゴミゼロ社会構築を推進
する。

経済産業省 ・（（14年1月の実施状況）民
間事業者を主体とする先導的
なリサイクル施設の整備への
支援など、エコタウンの整備を
推進する（13年度第一次補正
予算、第二次補正予算案でも
措置）。）

・民間事業者を主体とする先
導的なリサイクル施設の整備
への支援など、エコタウンの整
備を推進する。（平成14年度
予算で措置）

・エコタウン事業において17
地域を承認、34施設を整備。

③民間事業者を主体とする先
導的なリサイクル施設の整備
への支援など、エコタウンの整
備を引き続き推進する。
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O「市町村合併支援
ン」の各種事業を実施。

・平成14年8月30日に
市町村合併支援本部におい
て、市町村合併支援プラン
を改定。
・経済産業省としては、市
町村合併を促進するため引
き続き下記の事業を実施。
（D中心市街地活性化による
商業の振興
②特定産業集積活性化
⑨市町村連携によるIC
カードシステム
④商工会の活動の広域化の
促進
⑤電源立地地域交付金の取
扱の保持

ラン全体の成果としては、
以下のとおり．
0市町村合併のための法定協議会の設置軌は9
5件、任意協議会が129件、研究会等が39
4件に上り、全構成市町村歓は2495市町村
となっており全再の半数を超える市町村が協鰻
会等を設置。
・このうち経済塵集省が担当している事業の成
果としては以下のとおり。

①中心市街地の活性化にかかる基本計画の提出
歓が535市区町村（平成15年2月現在）と
なっており．各地域の中心市街地活世化の事業
が本格化。
②特定産業集積の活性化に関する臨時楢を法に
基づき、全国25の「基盤的技術産業活性化推
進地域」において、産業集棟活性化を推進する
ために広域的な自治体が連携して活性化計画を

作成し、産官学の連携や共同研究のための施設
や共同利用する研究機器等の整備事業を展開。
また、全国70のr特定中小企業集積活性化促
進地域」においても広域的な自治体が共周で活
性化計画を作成し、連携して事業を展関．
③lCカードを用いた官民サービスの利用実壊
を全国21地域54市町村で実施．今後は、公
募により各桂71リケーションサービスをデー
タセンターで運用し広域利用する実証実験を予
定。
㊥市町村内の地域経済団体である商工会等が合
併・連携して市町村行教と整合的な活動を行え
るよう平成13年度に商工会法の改正実施。
⑥電源立地地域交付金については、各地域で合
併が進展する見込みがあることを等を踏まえそ
れぞれの立地振興策の制度の趣旨に応じた対応
を検肘。

各種事業の本格化に伴
い、各市町村からの事業支
援に対する要望が増加して
おり、国においても更なる
支援の拡充が求められるこ
とが予想される。

①第156回国会会期末
平成15年度予算
成立後の速やかな
各種事業の実施

（診平成15年末
③それ以降

市町村合併円滑化
のための施策の拡
充
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○地域の大学等を中心とし 経済産業省 ・地域経済を支え、世界に ・約3800杜の世界市場を目 ① ② ③
た産学官連携事業による地 通用する新事業が次々と展 指す中堅 ・中小企業、約200 産業クラスター計画の一層
域経済支援、新事業 ・ベン 開される産業集積を形成す の大学の参加を得て、各プ の推進を図る。
チャー企業創出 るため、産学官の広域的な

人的ネットワークの形成を
促すとともに、地域の特性
を活かした技術開発の推
進、起業家育成施設 （ビジ
ネス ・インキュベータ）の
整備を三位一体で推進 （平
成14年度当初予算353億円、
平成14年度補正予算91億
円、平成15年度予算案385億
円）。

ロジェクト毎に推進組織が
立ち上がり、産学官の人的
ネットワークが形成され、
実用化技術開発の取組みが
進むなど、新事業創出の成
果が見えつつある。

（競争的研究資金の改革と 経済産業省 ・H 1 5 年度予算要求にお ・1 5 年度政府予算案　 5 ②平成 1 6 年度予算要求に
拡充） いて増額要求。 2 ． 8 億円 おいて増額の予定。
○競争的資金の拡充を図 ・プログラムオフィサーの ・優れた研究成果が得ら ②独立行政法人化後、機構

る。併せて、評価の徹底、 設置等制度の見直し。 れ、かつ発展の見込まれる 定員上のプログラムオフイ
研究費の適正規模の確保、 課題を継続するため、 2 年 サーを設置予定。
課題選定に当たっての戦略
的重点化、若手研究者向資
金の重点的拡充を進めると

ともに、専門家による一貫
した評価 ・執行体制の整
備、総合科学技術会議にお
ける総合調整等、制度の在
り方について検討を進め
る。

間延長を可能とした。 ③③総合科学技術会議の議
論等を踏まえて、制度の見
直しを検討。
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●

○創業や中小企業の経営革 経済産業省 ・ （イ）平成 1 3 年度第1次 ・平成13年度補正予算によ ・平成 1 5 年度においても
新を円滑化するため、必要 補正予算により創業塾を実 る創業塾の参加者は約 1 千 創業塾等創業のための人材
な専門知識の取得に係る人 施するとともに、平成 1 4 7 百人、また、平成 1 4 年 育成施策を着実に実施して
づくり支援や、地域技術の 年度においては、・創業塾、 度予算においては、 1 4 年 いく。
事業化支援等を充実する。 創業セミナー等による能力

開発支援の対象を倍増して
実施している。

1 2 月末 （一部 1 1 月末）
までに創業塾等能力開発支
援を 1 万人以上を対象に実
施した。

経済産業省 ・ （口）平成 1 4 年度にお ・平成 1 4 年 1 月～ 1 2 月 ・平成 1 5 年度において
いて、経営革新講座は 1 4 の経営革新支援法承認企業 も、先導的な経営革新企業
7 ヶ所、 1 ， 7 4 4 人を対 件数 （2，94 9件）が平成 1 3 の育成を行うため、人材育
象に実施 （1 1 月末時
点）。経営革新セミナーは
1 0 5 回、 7 ， 2 7 8 人を
対象に実施 （1 2 月末時
点）。経営革新ビジネス

フェアについては、名古
屋、大阪、福岡の 3 ヶ所に
て開催。経営革新交流会に
ついては、東京、大阪、名
古屋、九州、札幌、広島の
6 ヶ所にて開催。

年 1 月～ 1 2 月の承認件数
（2，167件）より約 1 ． 4 倍

増加。

成事業の充実を図る。

○取引先企業の倒産や取引
先金融機関の破綻等に起因
して
経営の安定に支障を生じる
中小企業者に対する信用保

証協会のセーフティネット
保証及び政府系金融機関に
よるセーフティネット貸付
の充実を行う。

経済産業省 ・経済活性化戦略 ・経営力
戦略 「経済産業省は、平成

1 4 年度から、創造力や意
欲に富んだ中小企業の事業
再生を促進するため、円滑
な資金供給等のセーフティ
ネットを確保する。」と同
日日
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○民事再生手続き等の再建
型倒産手続きを行っている
企業を対象としたD t P

ファイナンスを推進する。

経済産業省 ・制度・政策改革集中審議改
革におけるrD IP ファイナンス」
と同旨

○地域で社会事業を担うN 経済産業省 ・まちづくりや生涯学習の ・平成 1 5 年 3 月に、採択 ・平成 1 4 年度採択できな ③それ以降
P O の支援強化 分野で、女性やシニアが中 した1 3 団体の成果発表会 かった分野のモデルを採択 平成15年度においても事業

心となって行う市民活動及
びこれらの活動を支援する

活動のうち、 I T を活用し
地域雇用創出等に寄与する

モデルケースを選定し、活
動の立ち上げ、企業化を支
援し、その成功事例を他地
域にも普及し、雇用創出、
高齢者社会への対応などを
図る 『市民活動活性化モデ
ル事業 （市民ベンチャー事
業）』をスター トさせた。

1 3 団体を採択し、モデル
事業並びにその成果発表会
を実施した。

を行った。 し、幅広い分野のモデルを
啓発する。

を継続して実施。
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